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むすびに代えて

はじめに 少年法に対する「社会の百jの変化?

1 1990年代以降のわが国では， 1997年の「神戸児童連続殺傷事件(いわゆる酒

鬼醤綴聖斗事件)J に代表されるようなセンセーショナJレな少年事件が相次いだこと
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もあって，少年犯罪や少年法について社会が大きな関心を示すようになってきてい

る。さらには， さまさ事まな立場の人々が，現行少年法のあり方在批判したり，いわ

ゆる厳罰化の方向に少年法を改正すべきことを声高に主張するような傾向さえも見

られる。

わが国の現行少年法については，市u定直後から法務省を中心lこ改正準備作業が進

められ， 1966年には，法務省作成の「少年法改正に関する構想、説明書jが公表さ

れた。その後， 1970年から 7年間をかけて法務省「少年法改正要綱」が法制審議

会の審議に付されたが，最終的な結論告?得るまでには至らず， 1977年に法制審議

会の中間報告が法務大臣に答申(中問答申)された。こうした一連の動きに対し

て，最高裁判所と日本弁護士連合会，学界は一様に反応したものの，位間一般はそ

れほどの関心を示さなかったように思われる。現在では一般化している「逆送」な

どの言葉を知っている入も，当時は例外的な存夜であったと言ってよい。また，大

学においても，少年法そのものを講義する講座はなく，非行現象との関連で少年法

への言及が克られる程度であった。

そうした時期の役聞の関心は，非行少年を扱う法制度(少年法)そのものより

も， 1970年代の終わり頃から急増に転じ， 1983年に第 3のピークを迎えることに

なる少年非行の増加傾向に向けられていたと言ってよい。特に，非行少年の「一般

化Jや「低年齢化」の傾向が指摘されるなかで，当時の親たちの心配は， rある
日，突然に，自分の子が非行少年になってしまうのではないかJということであっ

た。また，当時は，社会を騒然とさせる少年事件も見られはしたものの，全体とし

て，成長途上にある未成熟な少年の可塑性(再社会化の可能性)への期待も強かっ

たように思われる。非行少年の一般化と低年齢化を心配した親たちについても，非

行少年の再社会化への信頼を感じることができた。厳罰化論によって少年事イ牛を根

絶しようとするような主張は，例外的なものであり，社会の大勢がそれに同調する

ような雰囲気もなかったと言ってよい。誤解を恐れずに言えば，少年非行に対する

社会の r'l衰の深さ」を感じさせる待代でもあった。

2 こうした状況に決定的な変化がもたらされたのは，すでに指摘したように，

1990年代に入ってからのことである。少年による重大事件の発生を契機として，

いわゆる厳罰化論の主張が，次第に声高に叫ばれる状況が生じてきた。それは，少

年犯罪の増加・凶悪化の印象を前提として，少年法の対応の甘さを指摘し，さまざ

まな場面で，少年非行全般に厳しい対応を要求するものである。その根底には，非

行少年の可塑性(再社会化の可能性):;e信頼せず，カ(厳しい制裁)によって少年非
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行を抑え込もうとする発想がうかがわれる。そして，こうした発想は，結果とし

て，犯罪と均衡のとれた刑罰によって社会的非難を実現しようとする成人犯罪への

対処以上に，少年事件における制裁的な対応を要求するものになっている。このよ

うな状況は，少年非行だけでなく，特に少年法に対する「社会の目jが大きく変化

したことを意味していると言えよう。もちろん，このような厳罰化論は，少年非行

の現状や少年法の理念の正確な理解なしに展開される点で，現状把握に重大な疑問

があるだけでなく，理論的に正しいものでもない。しかし，他方で，それは，社会

一般に受け入れられやすく，声高に主張されることから，社会の大勢であるかのよ

うに恩われがちであることも否定できない。この点こそが，特に注意しなければな

らないものである。法制度は，理論的な裏づけがなくても，社会の勢いによって変

わりうるものだからである。

以下では，刑事裁判制度と異なる少年法制が確立するに至った緩繰と，それを基

礎づけている理念や特徴を礁認したうえで，現在の状況との関連で，いくつかの個

別的な論点を考えてみることにする。

I 歴史的な創造物としての少年法制とその理念

(1) 少年法制の誕生

1 現在，世界のほとんどの閣には，成人犯罪者を扱う刑事裁判システムとは別

に，少年事件を特別に扱うための少年司法システムが存在している。前者が理論に

もとづいた制度としての性格が強いのに対して，後者は，歴史的な事実として創設

された制度である点に大きな特徴が見られる。それは，向詩に，少年E司法システム

の形態が社会からの影響を受けやすく，安定度が低いことを意味するものでもあ

る。少年司法システムをめぐる現在の問題の多くは，このような性格に起国してい

ると言ってよい。

2 近代市民社会の先駆けとなったヨーロッパにおいても，中世紀までは，子ど

もは，主として労働能力の綴点(量的観点)から「小さな大人(大人のミニチュ

ア)J と考えられており，その質的な特性(未成熟さと可裂性の高さ)に着尽して扱

われることがなかったと言われる。そのような少年観のもとでは，少年犯罪者も，

成人犯罪者と同様に扱われるのが当然だということになる。
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このような扱いを理論的に支えていたのが，いわゆる旧派(古典学派)の刑法理

論であった。 i日派は，人間は理性的な判断にもとづいて合理的に行動する存在であ

るとの前提から，犯罪は自己の理位以外の何ものにも影響されえない(非決定論)

自由意思を有する(自由意思論)理性的な人簡による誤った選択の結果であり，犯

罪に対して適切な刑罰(法的効果としての役会的非難)を予告さえしておけば(罪刑

法定主義)，多くの者は理性的判断にもとづいて犯罪から遠ざかるし(一般予防

論)，過去に誤った選択をした者であってもいずれは犯罪から遠さやかる(特別予防

論)と考えた。こうした旧派が重要視していたのは，理性的な判断能力の有無であ

り，現性的な判断念可能にする人格的成熟度(刑事資任能力)だけであった。コモ

ン・ロ一法系において， 7歳未満が絶対的責任無能力者とされ， 7歳以上 14歳未満

が責任無能力な推定される存在(資任能力を立証すれば成人犯罪者と同じに扱われる)

とされたのも， このような人間続が前提とされていたからである。そこでは，現在

の少年司法システムが前提としているような，大人(成熟したと見なされる存夜)と

子ども(成熟途上にあると見なされる存夜)との区別は，特に意識される必要もな

かった。刑事責任能力に問題がない限k 少年犯罪者を成人犯罪者と向ーに扱うこ

とは，当然の帰結であったと言ってよい。

もっとも，成人犯罪者と少年犯罪者を向ーに扱う法制度のもとでも，両者を同じ

手続で扱い，同じ施設で処遇することの弊害は，次第に認識されるようになって

いった。弊害は，成人犯罪者からの慈影響によって，少年犯罪者の犯罪性が深化

し，特に刑務所が「犯罪学校」化することに顕著に見られた。このため，犯罪の成

立とその法的効果については成人と少年を悶ーに扱いながらも，両者に対する手続

と処遇を分離する扱いが次第に確立していった。それは，特に，少年犯罪者専用の

刑務所や処遇施設の創設として結実した。いわゆる大際法系の諮問の少年湾法シス

テムには，このような流れを汲むものが多い。

3 I日派の理論によれば，犯罪と釣り合いのとれた刑罰を事前に予告しておきさ

えすれば，犯罪は確実に減少し，最後には消滅に至るはずであった。しかし，社会

の現実は，そのような形で推移することにはならなかった。 18世紀から 19世紀に

かけて進行した産業革命と社会構造の激変によって，人口の一極集中と急激な都市

化が進展した結巣，許容量を超えた人口が都市に渡れ，子どもや女性を中心とする

社会的弱者が社会から脱落していく状況が顕著になったのである。少年について言

えば，搾取や放任の対象とされる一方で，路上生活や飢餓を余儀なくされる者が激

増し，軽微な財産犯を中心として， I食べるためjの犯罪や非行が激増したことを
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指摘できる。このような事態に夜面して，少年犯罪に対する社会の認識と対応は，

理論的側聞と実際的活動の場面で大きく変化することになった。

理論的側聞においては， I日派の学説の現実的破綻を痛烈に批判する新派(近代学

派，実証主義的犯罪論)が登場し， I日派理論の正反対とも言うべき内容を主張し

て，次第に社会からの支持を獲得していった。新派は，人が犯罪者となるのは，理

性的な自己決定の結果なのではなく，本人の素質的要因と環境的要因からもたらさ

れる必然的な結果であると考え，犯罪者となった者は犯罪者となるべく決定されて

いたと主張した(決定論)。 したがって，そのような犯罪者に社会的非難としての

刑罰を与えても意味がなく，素質と環境ぞ改善する処分(保安処分)によって，再

社会化~図る以外にないことになる(徹底した特別予防論)。新派の考え方は，一般

的な犯罪理論として主張されたもので、あったが，特に少年犯罪者の特性(未成熟の

ゆえに環境からの被影響性が強い反商で，可塑性の高さゆえに，災い方向に環境を調整し

てやれば容易に再社会化できる)に患111染むものであった。こうして，少年と成人との

間の質的な相違が明確に認識され，強調されることになったのである。また，新派

の実証主義的な態度は，自然科学への盲目的とも言える信頼を背景として，犯罪者

の素質と環境にもとづく開題性(要保護性)は完全に解明でき，それを効果的に解

消できるとする認識を前提とするもので、あった。

他方，実際的な活動の場面においては，社会のなかに保護の必要な子ども(安保

護少年)が溢れたことから， それらを救済する必要性が広〈認識され，当時の欧米

先進諸国~9=t心として，民間社会事業としての「子どもの救済運動j が大規模に展

開された。そして，それは，次第に，要保護少年一般を救済するための法制度の裳

備を要求するものとなっていった。この方向性は，主としてコモン・ロ一法系に属

する少年司法システムに継受され，現在に至っている。

4 このような状況を?背景として， 1899年には，アメリカのイリノイ州シカゴ

(クック・カウンティ)に，世界最初の少年裁判所が設立され，要保護少年の問題に

対処することになった。それは，非行少年(反社会的な存在)に限らず，要保護少

年一般(非社会的幸子在から婆扶助状態にある者までを含む)合救済の対象とするもので

あり，民事法的ないしは福祉的な対応を特徴としたことから，一般に「福祉モデ

ノレj少年法制と呼ばれる。少年裁判所の創設は，アメリカの著名な法理学者のロス

コー・パクンドによって， rマグナ・カノレタ以来の画期的な出来事」として高〈評価
された。また，こうした動きは， 20世紀前半の各国に大きな影響を与え，多くの

留で，要保護少年への対処を目的とする少年法制を成立させる大きな原動力になっ
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ていった。わが国においても， 1900年に，わが隈の少年法制の出発点とも言える

感化法が誕生している。

(2) 福祉モデル少年法制の特徴と眼界

1 要保護少年一般の効果的な救済を目的とする福祉モデル少年法制は，その管

轄対象が広いことのほかにも，いくつかの特徴を持っている。そして，後には，そ

の特徴のゆえに批判にさらされ，司法モデソレ化に向けた動きが活発になっていくの

である。

安保護少年の発生は，突の親による監護の失敗や不十分さに起因していることが

多いため，安保護少年を救済するためには，社会や国家が実の親に代わって積極的

に関与すべきことが要請された。これが，国親思想、(パレンス・パトリエ)と呼ばれ

る考え方である。また，要保護少年を効果的に救済するためには，個々の少年に内

在する具体的な問題(要保護性)そ余すところなく解明したうえで，それを解消す

るのに最適な処遇を選択することが要請される。前者営実現するためには，柔軟な

手続と関係者による裁量的な運用が必要であり，後者を達成するためには，多種多

様な処遇選択肢を用意するとともに，要保護性の変化に柔軟に対応しうる処遇選択

方法が必要となる。このような要請に対応する福祉モデル少年法制は，刑事司法シ

ステムとは根本的に奥なり，本来的に適正手続には思11染まないものとされ(前者か

らの要請)，処遇の事後的変更や再処遇守も当然視するものであった(後者からの要

請)。その前提には，最善の処遇による要保護性の解消こそが，救済されるべき者

(要保護少年)にとっての「利益」である， とする考え方(パターナリズム，保談原

理)がうかがわれる。

このような特徴を持つ福祉モデノレ少年法制は，管轄の問題を別にして， 1950年

代までは，比較的に安定した運用が実現されていたと言ってよい。しかし，特に

1960年代に，パターナリズムを前提とする福祉モデ、ノレ少年法制を疑問視する立場

が強くなっていった。

2 子どもの救済運動に起源を持つ少年法制の最大の問題性は，保護原理だけか

ら法的介入が正当化される要保護少年(犯努・非行少年以外の者)と侵害原理にも期11

染む要保護少年(犯罪・非行少年)とを共通の対象とした点にあった。福祉的対応

の必要性という点、で両者が共通するにしても，国家的介入の正当化原理の棺違に応

じて，それぞれの内容はおのずと異なるべきものだからである。こうした認識か

ら，各国の福祉モデノレ少年法制は，ほどなし犯罪・非行少年を対象とするもの
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(少年E司法システム)とそれ以外の要保護少年営対象とするもの(少年福祉システム)

とに分離・独立していった。ただ，少年司法システムとして独立した少年法制も，

侵害原理だけを前提とする刑事司法システムに還元されたわけでなしその後も保

護原理を前提とする扱いが維持された。したがって，その後の議論は，侵害原理と

保護原理との謂和のあるべき形含めぐって争われたのである。

手続の柔軟性と裁量的な運用は，要保護性の徹底的な解明にとっては有用である

一方，それらに何らの制浪や制約を認めない場合には， r少年のためを忠、って，一
生懸命にやればやるほどん少年に事実上の不利益を与える運用になる可能性合否

定できない。特に，保護者や弁護人との相談なしに手続が進行するような場合に

は，そうした危険性はさらに大きなものとなる。こうした認識を背景として，アメ

リカの連邦最高裁判所は， ケント事件判決(1966年)， ゴーノレト事件判決(1967

年)，ワインシップ事件判決 (1970年)に代表される一連の裁判例を通じて，少年

事件手続にも刑事裁判手続に準じた適正手続の保障が及ぶべきことを明らかにし

た。これによって，福祉モデ、ノレ少年法制の母国で、あったアメリカにおいて，少年事

件の裁判実務が大きな転換期を迎えたのである。

また，処遇途中における処分の種類や内容の変更，さらには処遇後の再処遇は，

実効的な再社会化(要保護伎の完全な解消)の観点からは正当化できるように見える

ものの，軽い方向に変更する場合を除いては，少年にとって「不意打ちJ的に事実

ヒの不利益を与えるものとなる。こうした事態は，刑事司法においては明示的に禁

止されているものであり(不利議変吏の禁止，一事不再現効)， r処遇は少年の利益で
あるj とする保護原理によっても正当化することはできない。

3 以上のような批判念根拠として，犯罪・非行少年法制の司法モデル化の必要

性が強調されることになった。また， 1970年代以降には，成人犯罪者を含めた施

設収容処遇の実効性に対する懐疑論が主張されるとともに，少年犯罪に対する社会

のモラノレ・パニックが生じた。このような事情も栴まって，社会のなかで， r法と秩
序Jの維持と尊震，犯罪に対する「正当な刑罰」と少年事件に対する f毅然とした

対応J~要求する雰国気が強くなり，正義モデル少年法制を要求する世論が高まっ

ていった。こうした動きをいち早〈実現したのもアメリカであり，ワシントンチH

(1977年)とニューヨーク州(1978年)の少年法制が渇法モデノレの方向へと改正さ

れた。

もちろん，侵害原理と保護原理の調和のあり方は一様で、なし各国の状況に応じ

てさまぎまに異なりうる。ただ，少なくとも，保護原理だけを強調する形で少年苛
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法システムを運用していけるような状況にないことは，すでに各国で共通した認識

になっていると言えよう。それは，比較的純粋な福祉モデルな継受したわが国の少

年法にも妥当する。そこで，次に，わが底の少年法制の成立過程を概観するととも

に，現行少年法の理念・目的と特徴について確認しておく。

(3) わが国の少年法制の成立過程

1 わが闘は， 1868年の明治維新によって近代閤家への第一歩を踏み出したが，

王政復古時代の刑法(仮7fU律，新律総領，改定律例)は，年鈴を基準とする受刑能力

に応じた特別扱い(減軽処分)を別にして，少年犯罪者と成人犯罪者とを同一に扱

うもので、あった。また，当時の行刑の根拠法であった監獄郎弁図式は，一般の犯罪

者処遇の区画から分離した懲治監を設け，虞犯少年や不良少年に対する懲治処分

(懲らしめ)を実施していた。その後，フランスのナポレオンJfU法典に倣った旧刑

法(1880年)は，懲治場での処遇制度を新たに導入し，刑罰の対象になりえない刑

法不論者(刑事未成年，責任無能力者，機I盛者)と虞犯少年・不良少年を対象とする

懲治場処分を展開した。

こうした状況のもとで，監獄、内で懲治処分を行うことの問題性L 少年犯罪(者)

に対する応報的・懲罰的行刑の実効性のなさが指摘される一方で，欧米諸盟の国親

思想、を基盤とする感化教育事業の影響のもとに，不良少年に対する独自の処遇(環

境改養と保護教脊による教談事業)の必要性が自覚され，宗教家や社会事業家，さら

には行刑関係者を中心として，感化院の設置に向けた動きが現実化していった。そ

の結果， 1880年代以降，現在の児童自立支援施設の先駆けとなる私立感化院の設

立が相次ぐことになった。

2 私立感化院による感化事業は，その後，少年犯採における不起訴処分事案の

激矯，感化院からの逃走事例の矯加，篤志保護事業における設備・予算・人材面で、

の制約と限界，外国における少年立法の実現，といった事態に直面して，法律に根

拠念持つ統一的な事業としての改編の必要性が痛感されるようになった。こうして

成立したのが， 1900年の感化法である。感化法は，公立感化院の設置を前提とし

て，閤親思想にもとづいて，不良少年に対する処遇を中心に感化教予ぎを行うものと

して構成された。他方，少年犯罪は，依然として刑法の対象とされており，刑法不

論者に対する懲治場処遇も維持されていた。したがって，感化j去の実質は， j巽犯少

年を含む不良少年を，懲j台場処遇の対象から感化法の対象に移しただけにとどまる

ものであった。また，刑法上の懲治場処遇が維持されたことで，要保護少年の処遇
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において，内務省管轄の感化法と司法省管轄の刑法・監獄刻(刑事未成年)とが錯

綜するという，複雑な状況が生じることにもなった。

ドイツ刑法に倣って 1907年に制定された現行刑法は，犯罪少年の扱いを刑法の

管轄に置きながら，刑法不論者に対する懲治場処分を廃止した。また，同時に改正

された感化法(第 1次改正)がその対象範囲を拡張したことによって，少年に対す

る感、化処遇が内務省管轄の感化読に統一されることになった。現行刑法の制定と第

I次感化法改正によって，侵害原理にもとづく介入(犯罪少年に対する刑法)と保護

原理lこもとづく介入(不良少年・虞犯少年・安保護少年に対する感化法)との区別がは

じめて明確にされたのである。

3 感化教育が感化院に統ーされていく過程を通じて，少年犯罪(者)の増加，累

非行対策としての感化教育の実効性の低さ，刑法不論者に対する懲治場処分の廃止

に伴う触法少年対策の必要性，が指摘される一方で，欧米を中心とした先進的少年

法制の確立などが紹介され，刑罰よりも保護処分を重視する少年裁判所の設置を求

める運動の高まりが見られるようになった。こうした事情を背景としながら，日露

戦争(1904年一1905年)後の犯罪少年の増加を直接の契機として， 1922年に可法省

管轄の旧少年法が制定された。

!日少年法は， 18歳未満を少年としたうえで，犯罪少年・触法少年・虞犯少年を

管轄対象とし，行政的機能をも併有する少年審判所で少年事件を扱うものとして構

成された。ただ，犯罪少年については，依然として刑法による扱い(刑事処分)が

優先され，刑事処分に付されなかった者だけが少年法上の保護処分の対象とされた

ため，実質的には大睦法系の少年法制に類似するものであった。他方， 14歳以上

18歳未満の少年については，少年法が感化法に優先するものとされ，感化法の管

轄が相当に制限されることになった(第2次改正)。感化法は，その後，少年教護法

(1933年)を経て，要保護少年一般を管轄する戦後の児童福祉法 (1947年)へと発

展していくことになる。

4 I日少年法の全国的な施行がようやく確立した(1942年)直後，わが国は第 2

次世界大戦 (1939年一1945年)に敗北し， 1946年の日本毘憲法の成立を契機とし

て，新憲法との整合性の観点から，法制度の全面的な見直しが行われることになっ

た。その一環として，非行少年の保護・処遇法制についても見渡しが行われ， 1948 

年に，旧少年法の全面改正手続によって現行少年法が成立した。

当時のわが国は， I日少年法の小規模改正で、対処する方針で、あった。しかし，それ

は連合国総司令部 (GHQ)の受け入れるところとはならず， GHQ f&Uから提示され
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た全米プロベーション協会策定のアメリカ標準少年裁判所法案を模範として，現行

少年法が制定されることになった。したがって，現行少年法は，コモン・ロ一法系

の少年法制を継受したものであり， I日少年法との関係では，新立法としての実質を

持つものであったと言ってよい。

(4) わが国の少年法の理念と特徴

1 非行少年(犯罪少年，触法少年，虞犯少年)守管轄対象とする少年法は，犯罪

(刑罷法規遼反)と関係のある少年の扱いを特別に規定していることから，刑事法の

一部であると同時に，刑法や刑事訴訟法に対する特別法としての性格含有してい

る。また，犯罪少年に対しでも保護処分優先主義をとったため， 20歳未満の者

(少年)の事件については，少年法が刑法に完全に優先するものとなった。この点

に，刑事処分優先主義をとっていた!日少年法との大きな違いが見られる。さらに，

コモン・ロ一法系の少年法制を継受したことから，保護原理を前提とする福祉モデ

/レの性格を強く反映するものだと言ってよい。このような性格は，わが留の少年法

の目的や特徴のなかに強〈現れている。

2 少年法 1条は，その目的として， I少年の健全な育成を期し」て， I非行のあ

る少年に対して性格の矯正及び環境の調整に関する保護処分を行うJことと， I少

年の刑事事件について特別の議置を?講ずることJを明示している。この目的は，関

連法令(少年院法，更生保護法，児童福祉法なりの解釈・運用指針とされるだけで

なく(少年審判規則 1条1項参照)，少年の犯罪事件が刑事裁判所で扱われる場合

(逆送による少年の刑事事件)にも妥当することに注意しなければならないの0条，

刑事訴訟規則 277条参照)。これらは，少年の「特性」を重視することからの当然の

帰結である。

少年法が前提とする少年の特性は，新派の刑法理論が強調したように，少年の未

成熟さとその反面としての可塑性の高さに求められる。これを承認するからこそ，

性格の矯正と環境調整に関する保護処分によって，少年の健全な育成が達成可能だ

とされているのである。また，少年の健全育成の具体的な内容は，少年が社会復帰

すること(再社会化)であるから，わが国の少年法は社会復帰モデルを前提にして

いると言ってよい。さらに， I少年の健全な育成jは，一般に，子どもの成長発遠

権として論じられる。その内容は，子どもの権利条約 6条によれば，すべての子ど

もが生命への固有の権利を有することをケ認めたうえで，子どもの生存と発達を可能

な浪り確保することとされている。それは，子どもの権利として認められる一方
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で，刑罰による非難を前提としない少年法においては，非行少年の義務であり，社

会に対する責任でもある。

3 わが国の少年法の特徴は多いが，その主なものを確認しておこう。何より

も，少年事件の扱いについて，専門的な可法機関としての家庭裁判所佐賀き，司法

システムによる対処を明確にしたことである。その専門性との関係で，家庭裁判所

調査宮制度を採用し，科学的な人格調査と少年鑑別所の資質鑑別との連携を図った

点、も特徴的である。また，少年事件のすべてそ専門機関としての家庭裁判所に送致

して(会件送致主義)， その扱いを家庭裁判所の判断に委ねることとした(家庭裁判

所先議・専議主義)。さらに，家庭裁判所のケースワーク機能をと重視して，保護処分

優先主義とともに不処分優先主義を採用している。

審判手続においては，適正手続に配慮、しながらも，要保護性の徹底的な解明と最

善の処遇選択(ベスト・インタレストの実現)のために，職権主義的審問構造(非形式

性)と秘密主義(審判の非公開，同一性推知情報の秘匿)を維持している。また，同

一少年の事件はまとめて扱う(併合審判の原理)一方で，異なる少年の事件は個別

的に扱うこと(鏑別審理の原則)になっている。これらは，個々の少年の望書保護牲

を重視することからの帰結であり，処遇についても少年ごとの個別処遇を重視する

扱いになっているのである。

4 以上のように，少年法の目的と役割U，特徴は，刑法や刑事訴訟法におけるそ

れらとは明らかに異なるものである。それにもかかわらず，社会は，非行少年に対

する刑法のようなイメージで少年法を捉え，社会的「制裁」による非行の抑制・紡

止を目的とするものとして少年法を捉えているように恕われる。そのため，刑法と

大きく異なる特徴が正礁に理解されず，批判の的にすらなっている。いわゆる厳罰

化論の主張に，その典型~見ることができょう。

他方，厳罰化論の立場は別にしても，非行に対ーする少年の震任をどう考えるか，

適正手続を中心とする少年の人権保障を7どのように実現していくか，被害者に対す

る扱いをどうするか， といった問題については，さらなる検討が必要で、あると思わ

れる。少年法制が歴史的な創造物であることからすれば， このような論点会検討す

ることによって，少年法の内容が相当に変化することも考えられよう。また， 2000 

年以降の改正によって，実際に変化した部分もある。これらの論点を検討すること

は，保護原理の内容と侵害原理との調和のあり方を再検証する契機にもなりうる。

以下，こうした観点から，少年法全めぐる最近の論点のいくつかを検詑していくこ

とにする。
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II 少年事件の現状一増加と凶悪化は事実かつ

(1 ) 厳罰化論の主張の構造と少年非行の実態

1 厳罰化論の内容は，それを主張する立場に応じて相当に異なってはいるもの

の，非行に対して厳しい態度で臨むべきだとする点に共通性が見られる。それは，

わが国の少年非行が深刻な状態にあるという認識を当然の前提として，その原因そ

少年法の対応の「甘さJに求め，少年法を厳しい内容のものに変えてやれば少年非

行の深刻な状態は解消される， と考える点でも共通している。三段論法的に展開さ

れるこのような主張は，社会一般に受け入れられやすくもあり，制裁を手段とする

社会的な威嚇力への信頼という前提も共感を得やすいものである。現に，このよう

な論法で少年法の改正を強〈求める評論家なども存在する。また， このような主張

は，少年事件に対する「毅然とした対応J~要求した， 1970年代以降のアメリカ

社会に見られたものでもある。

しかし， こうした論法が成り立つためには，わが匡の少年非行が本当に深刻な状

態にあること，そうした状態が少年法の保護主義(福祉モデノレ)的な対応に起関し

ていること，そして厳しい内容の少年法が非行対策として有効なこと，のすべてが

証明されなければならない。しかし， 1点目については，次に見るように，証明が

できるものではない。また， 2点目と 3点目は，そもそも証明に馴染む内容のもの

ですらない。したがって，厳しい内容の少年法によって少年非行を抑止できるとい

う厳罰化論は，印象的なものでしかないと言えよう。

2 少年非行の深刻さについては，量的増加という側頭と質的な凶悪化というふ

たつの側面が考えられ， r凶悪なJ非行の「増加」が確認できる場合こそが最悪な
状態だということになる。ただ，質的な惑化については事案の個別的検証が不可欠

であるため，ここでは，量的な側面における若干の特徴的な点、について，平成 21

年度の『犯罪白書Jの統計データで確認しておくことにする。

刑法犯(刑法および10の特別法が規定する犯罪)の容疑で検挙(補導)された犯罪

少年(触法少年)の数と人口比(少年人口 10万に占める非行少年の割合)は，近年，

一定の落ち着きを見せている。特に，成人犯罪者の人口比(成人人口 10万人に占め

る犯罪者の割合)との比較では， 1980年頃から 2倍程度であった差が， ここ 15年
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ほどは1.4倍程度で推移し続けた後， 2008年には1.2倍程度にまで縮まっている。

他方，少年非行の実態をよりよく反映する一般刑法犯(刑法犯全体から交通関連犯罪

を除いたもの)における人口比の比較では，少年が成人の 4倍弱になっており，経

年的にも何様の傾向が確認できる。この数字は，一見したところでは，少年非行が

成人犯罪に比べて深刻な状態にあることを示すもののようにも見える。しかし，少

年がいず、れ成人に成長していくということからすれば，統計学的には，非行少年が

そのまま犯罪者として成人するわけではなし相当数(割合)の非行少年が立ち

直っていることを?物語るものである。それは，少年非行の一過性を示すとともに，

少年法が前提とする少年の可塑性の高さをケ裏づける数字と言うことができょう。

他方，少年によるー絞刑法犯の罪名別検挙人員の推移を経年的に見た場合， 1980 

年頃から，軽微な窃盗(万引きや自転車盗が大部分)や占有離脱物横領(放霞自転車

の乗り逃げなど)が圧倒的部分そ占める(全体の約85%程度)傾向が継続的に見ら

れる。その一方で，いわゆる凶悪犯(強盗，殺人，放火，強姦)については，一般刑

法犯全体に対する割合も決して高くはなし しかも安定的ないしは減少していく傾

向が見られる。特に，殺人については，年長少年合中心として，経年的な低下傾向

が顕著で、ある。なお，強盗で変動が大きい要悶としては，ひったくり形態の路上強

盗の模倣によることを指織できょう。したがって，非行の「凶悪化j傾向は，社会

一般の印象とは異なり，統計約には全く確認することができない。また，軽微な内

容の非行は，特段の知力や体力を必喜きとするものでなく，確たる動機もなしに，裁

でもが手を染められるものであることから，いわゆる低年齢化現象や一般化現象を

もたらす要因として機能しているとも言えよう。

以上のところから，統計的に見る限りでは，少年非行の量的な増加傾向は明らか

でなく，凶悪化傾向は明確に否定される。

(2) 実体のないモラノレ・パニックとその原因

1 少年非行の質的悪化(凶悪化)の有無については，偲々の非行事案の内容の

検証が不可欠であり， したがって統計的手法に馴染まず，検証者の評価によっても

大きく左右されることから，客観的に明確な結論を示すことができない。ただ，一

般に凶悪化が主張される場合には， I前代未聞の凶悪な犯罪j とか「かつてない異

常な少年犯罪J，I少年らしからぬ残虐な犯罪」といった表現が頻繁に用いられる傾

向があり，ほとんどが，主張者自身の疑似体験や印象にもとづく評価が根拠になっ

ているように思われる。そのような表現による評価は，客観的なもののような印象
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を与えることから，社会からは説得的に見られる一方で，評価者の限られた個人的

体験を基礎としている点に大きな危険ぞはらんでいる。

2 たとえば， I酒鬼欝綴翠斗事件」は， その内容の異様さもあって，各種の報道

媒体によって「吉古代未開の少年犯罪」といった騒がれ方をした。 しかし，同種(殺

害後に被答者の頭部を切断するという内察)の事件が過去になかったかだけを問題に

するならば， 1969年の「サレジオ学院事件Jの存在を指摘することができる。も

ちろん，過去に向種の事件があったからといって， I i酋鬼蕎破裂斗事件Jそのもの

の凶悪性が否定されるわけではない。いずれの事件についても，それぞれを捌惑な

ものとして評価することは十分に可能だからである。

問題なのは，事件の凶悪さを?指摘する擦に，客観的な証明に馴染まない感覚的な

形容句をつけることによって，主張内容の正しさをも論証したかのように振る舞う

ことにある。こうした手法は， しばしば，個人的な印象をあたかも客観的事実であ

るかのように見ぜかける自的で用いられるものだからである。このような観点から

すれば，少年非行が質的に区i悪化しているとする指摘は，実際には， I幻想Jに近

い印象に支えられた主観的な結論公述べただけにすぎないものと言えよう。

3 こうした極端な立場は別にしても，現在のわが国では，非行の凶慈化という

印象が社会を広〈支配しているように思われる。その原因は，いろいろと考えら

れるが，とりわけ情報伝達・獲得手段の大きな変化とそれに伴う情報量の増大が大

きな影響を与えているように思われる。特に，事件報道の担い手として，新聞に加

えてテレどが登場したことが決定的で、あったと言えよう。もちろん，テレビの普及

以前にも， 1950年の f日大ギャング事件」や 1958年の「小松川女子高生殺答事

件jのように，社会の注目を集める少年事件がなかったわけではない。ただ，新聞

が中心であった当時の事件報道は，地域的限定性，紙面の制約に伴う情報量の限

界，同一事件を継続的に報道することの困難さなどの大きな制約があり，ひとつの

少年事件情報に対する人々の接触の程度にも大きな限界があったと言わざるをえな

し、。

こうした状況に劇的な変化をもたらしたものが，当時の皇太子(現天皇)の結婚

を契機として，テレビがわが国の各家庭に急速に普及したことである。テレビによ

る事件報道は，全国ネットによる広域住，放映時間の長さに伴う情報量の飛躍的増

加，継続的な報道可能性の増大などの点で，新聞報道をはるかに凌駕している。何

よりも決定的なのは，現場からの中継(現場性)によって，視聴者に臨場感を持っ

て訴えかける点である。そして，視聴率の獲得競争を背景として，報道する側が
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「放映に値するj と判断すればするほど，このような特性は遺憾なく発捧されるこ

とになる。

人々が少年事件報道に接触する回数と待問が飛躍的に増加・増大した結果，少年

非行の量的な増加と質的な凶悪化という印象が，無意識のうちに人々に刷り込まれ

ることになり，社会の共通認識を形成しているように思われる。こうしたメカニ

ズムは，厳密には証明不可能な仮説の域全出ないものではあるが，笑際には大きな

影響力を持っていると推測される。同じような事態は，特に 1960年代の終わり

からイギリスネ士会とアメリカ社会を中心として深刻な状況を笠した，少年非行に対

する社会のモラノレ・パニックとの関係で指摘されていたところでもある。また，最

近のインターネットの普及は，このような事態にさらに拾車をかけるものとなろ

つ。

(3) 少年の実名報道をめぐる開題

1 少年犯罪に対する社会の厳しい見方は，事件を起こした少年の向一性推知情

報の報道禁止(いわゆる実名報道の禁止)を規定する少年法61条に対する批判的な

動きにも見られる。

!日少年法 74条も同種の規定であったが，報道禁止の対象が少年事件の事項その

ものにまで及んでいた点，および違反行為に対して刑罰(l年以下の祭銅または千円

以下の罰金)をもって臨んで、いた点で，現行61条と内容的に大きく異なっていた。

!日 74条は，少年のプライグァシ一保護やラベリングの回避ということ以上に，少

年犯罪の模倣を防止するという観点、(一般予防的な刑事政策的観点)を重視するもの

であったと言われている。他方，現行61条は，報道を禁止する対象を「当該事件

の本人であることを推知することのできるj記事や写真等に限定するとともに，違

反に対して罰則で臨むことも見送った。罰則規定にしなかったのは，日本国憲法

21条 I項が保障する言論・出版等(表現)の自由に配慮して，報道機関の自主的な

規制に委ねるのが適切だと考えられたからにほかならない。 61条は報道関係者の

職業倫理と良識に対する信頼にもとづいて成立したものであり， したがって，報道

人はその信頼に応えるだけの行動を社会から期待されていたので、ある。

2 いわゆる実名報道の是非合めぐる議論は，現行少年法の制定直後から，セン

セーショナノレな少年犯罪が発生するたびに蒸し返され，大きな社会問題とされてき

た。特に， I小松川女子高生殺害事件jに対する新聞各社の報道姿勢を契機として，

61条の禁止に一定の例外を認めてもよいのではないかとの観点から，関係機関
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(日本新開協会，最高裁家庭局，法務省刑事局・保護局，在里子法曹等)の間で検討が行わ

れた。そこでは明確な結論を得るまでに至らなかったが，ひとつの成果として，

「新聞協会の少年法第 61条の扱いの方針J(1958年 12月16日)の策定が実現するこ

とになった。

その内容は， 120歳未満の非行少年の氏名，写真などは，紙面に掲載すべきでは

ないj という原則 (61条の趣旨を尊重する基本的立場)を確認したうえで，例外的

に， 1逃走中で，放火，殺人など凶悪な累犯が明白に予怒される場合Jや「指名手

配中の犯人捜査に協力する場合Jなど， r少年保護よりも社会的利益の擁護が強〈
優先する特殊な場合については，氏名，写真の掲載をナ認める除外例とするよう当局

に要望し，かっこれを新聞界の慣行として確立したい」とするものであった。もっ

とも，実際には，新開協会の方針-a:'根拠として同一位推知情報の新聞報道がなされ

た事例は，現在までのところ見当たらない。有力な新開各社は，新聞協会の方鈴を

実質的に拡張する方向で独自の報道基準を策定し， それによって判断していると

言ってよい。

このように， 1980年代中頃までの新!習を中心とする実名報道の扱いは， 1報道の

自由・田氏の知る権利Jと「犯罪の抑止・捜査への協力Jを対立軸として論じられ

るものであり，実際にもそれほど深刻な状況を皇するもので、はなかったと言ってよ

し、。

3 ところが， 1980年代の後半から，週刊誌伝中心とした雑誌報道のあり方が大

きな話題を呼ぶようになり，議論の場関と内容が質的な変化を遂げることになっ

た。特に，特定の雑誌が「確信的Jとも震える態度で少年の同一候推知情報を公表

する報道を繰り返すようになり，少年犯罪に対する社会の厳罰化要求とも相まっ

て， 1犯罪少年は特定され，社会に附される必要があるj といった議論さえもが見

られるようになっている。こうした状況のもとで， 1988年の「綾瀬女子高生殺害

事件(女子高生コンクリート詰め殺害事件)J，1992年の「市川一家殺傷事件J，1994 

年の「木曽川・長良川リンチ殺人事件J，r酒鬼怒被翠斗事件J，1998年の「堺少女
等殺傷事件(堺通り魔事件)J， 1999年の「光市母子殺害事件jに対する週刊誌によ

る実名等の公表の実情については，改めて指摘するまでもない。

61条をナ罰J!U規定としなかった現行法のもとでは， 61条違反に対して刑事責任を

追及することはできず，民事上の不法行為責任(民法 709条)を追及する以外にな

い。そして，従官官の裁判実務では， 61条違反に不法行為の成立を認め，損害賠償

を肯定する扱いが定着していた。こうした実務そ大きく転換させたのが， r堺少女
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等殺傷事件Jの大阪高裁判決と「木曽川・長良JlIリンチ殺人事件Jの最高裁判決で

ある。大阪高裁は，① 61条は実名を報道されない権利を少年に付与したものでは

なし②仮に権利であるとしても，罰則がない以上は，表現の自由に優先するほ

どの権利ではない，ことを明言している(大阪高判平 12・2・29判時 1710号 121頁)。

また，最高裁は，名誉毅損における本名酷似の仮名使用による本人の特定性につい

て，少年の周閤の者が少年を特定できるとしても，不特定多数の者が少年を特定で

きない以上は名誉毅損の成立要件である公然伎を欠き，不法行為は成立しないとし

ている(最判平 15・3・14民集 57巻 3号229号)。

大阪高裁判決の論理は，刑法上の名誉毅損罪(刑法 230条)における真実性証明

の許容規定(刑法230条の 2)に関する解釈論に依拠するものであり， 61条の立法

趣旨への言及や格別の配慮は見られない。また，最高裁判決においても，問題が名

誉段損の成否という一般論として検討されており， 61条の立法趣旨への配慮は見

られない。

ヰ しかし，特に大阪高裁判決の論理は， 61条不要論につながるだけでなしい

わゆるイエロー・ジャーナリズムに「お義付きJを与えかねないものである。少年

法制の特性を看過ないしは無視した大阪高裁の理由づけは，誤解を恐れずに言え

ば，形式的には「頭のよい裁判官の解釈論」ではあるにしても，実質的な観点から

は到底支持することができない。

そもそも，社会が少年犯罪者の実名報道を要求する背景には，成人犯罪者の情報

が世間に略されるのに少年犯罪者の情報が隠されるのは不当である，さらには被害

者情報が報道されるのに加害者情報が秘匿されるのは不公平である， という感覚が

あるように思われる。事実，報道関係者からも，真面白にそのような主張がなされ

ることがある。こうした主張は，成人事件の報道のあり方を当然のものとして承認

するところから出発するものであろう。しかし，むしろ問題なのは，当然視されて

いる成人事件に対する報道姿勢そのものにあると言わなければならない。成人事件

における，容疑者段階での実名報道や被害者情報の開示のあり方を含めて，犯罪報

道のあり方全体を検証し，議論すべき段階にあると言えよう。そのうえで，少年法

制の歴史や理念・目的を前提として，少年事件の実名報道のあり方を議論しなけれ

ば，およそ根本的な解決にはなりえないものと考える。
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III 近時の少年法改正の論点と評価

(1) 2000年以降の改正に対する一般的評価

すでに述べたように， 1960年代から法務省を中心に構想、された現行少年法の抜

本的改正は，実現することなく今日に至っている。その後，少年非行に対する社会

の見方(日)が厳しくなっていくなかで，少年法の部分的改正の動きが進展し， 2000 

年， 2007年， 2008年に，かなりの範図にわたって主重要な改正が行われることに

なった。これらの改正は，それまでの部分改正に比べて，大規模で広範囲にわたる

ものであると同時に，現行法制定以来の特徴とされてきた内容や運用に相当の修正

を加えるものでもあった。偲々の改正の理由と内容は一様ではないものの，一連の

改正によって，少年保護事件手続に，一定程度，刑事裁判手続に類似、する場面が生

じることになったり，少年に対する責任追及(社会的非難)を強調するかのような

場面が生じたことも事実である。

こうしたこととの関係で，一連の改正に対する評価は大きく分かれている。厳罰

化論に代表されるような，少年事件に厳しく対処すべきことを要求する立場から

は，厳しい運用や対応を可能にするものとして，一連の改正に肯定的な評価が与え

られている。他方，弁護士や研究者ぞ中心として，少年法の保護主義的な運用公堅

持する必要性を強調する立場からは，少年法の目的や理念を否定するj軍用になりか

ねないものとして，一般に否定的に評価される傾向が見られる。結論として二者択

一的な評価は適切でないと思われるが，以下で，いくつかの中心的な論点、について

考えてみることにする。

(2) 適正な手続の運用に向けた改正

1 少年保護事件手続の運用を適正なものにすることを目的として， 2000年改正

によって，少年鑑別所における観護期間の伸長が認められる (17条の改正)ととも

に，一部の事件の事実認定手続に検察官の関与が認められることになった (22条の

2の新設)。また，特に後者の改正との関連で，裁定合議制の導入(裁判所法31条の

4第 2項)，弁護士付添人の必要約関与 (22条の 3)，検察官による抗告受理申立制

度の導入 (32条の 4)，保護処分終了後における救済手続の整備 (27条の 2)，も行
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われている。なお， 2007年改正では，触法事件の実態解明を徹底するために，警

察による触法調査権限に法律上の根拠が与えられた (6条の2以下)。

2 改正前の 17条による観護措霞期間は， 2週間を原則として I回の期間更新を

認め，合計で最長 4週間に根られていた。ただ，実務においては，調査や鑑別の実

情，審判期日の設定の都合などから，多くの場合に 1回の更新を認める扱いが通常

化していた。これに対して， 2000年改正は， 2週間を原則として I回の更新を認め

る点を維持しながらも，一定の犯罪で事実認定のために身絹拘束の必要性がある場

合lこは，例外的に 2闘を限度とする望新を認め，続護期間の最長を:8週間とするこ

とを認めた。この改正については，鑑別所における観護措置が少年の身柄拘束を伴

うものであることから，当然のことながら評価が分かれることになった。

これまでも 4週龍を事実上の原則とするような運用が確立していたなかで，証人

尋関や鑑定等が必要な事件についても 4週間を限度とすることは，適正な事実認定

に弊害を生じるおそれがある。また，少年が審判期日に出頭しないと少年審判伝開

くことができないことから(少年審判規刻 28条3項)，少年の身柄拘束が不可欠な事

案では，観護措置期間内に審判を終了して事件~終局させることが要請されてい

る。これらの点を考慮すると，最長で 4週間の鋭護措置期間では十分でない事態も

想定される。したがって，身柄拘束の必要性を要件としたうえで適切な事実認定の

ための観護期間の伸長は，やむを得ないものと思われる。もっとも，対象となる事

件が死刑，懲役，禁鏑にあたる犯罪事件とされているのは，ほとんど限定機能ぞ持

ちえないことから，検察官関与対象事件のような重大事件に限るのが妥当であると

考える。

3 現行少年法は，全件送致主義にもとづく家庭裁判所先議・専議主義に立脚し

ているため，非行少年の発見過程(捜査段階)を別にして，少年保護事件手続への

検察官関与を全面的に排斥し，職権主義的審問構造のもとで運用されてきた。これ

に対して， 2000年改正は，一定の重大犯罪について，事実認定のための必要性を

要件として，少年審判に検察官が関与することを認めるとともに，検察宮関与決定

があった事件伝必要的弁護士付添人事符二として，国選付添人制度を導入した。これ

によって，一部の事件ではあるものの，少年保護事件手続が対審構造化(刑事裁判

手続類似化)することになった。この点についての評価も，立場に応じて大きく奥

なりえよう。ただ，評価に当たっては，関与を認められた検察官に期待される役割

が刑事裁判手続における検察官の役割と決定的に異なることに注意しなければなら

ない。少年事件に関与が認められる検察官は，刑罰による社会的非難を求める刑事
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裁判の原告官のような役割ではなく，適正な事実認定を実現するために必要な場合

に，事実認定手続に限って関与が認められるにすぎない。

従前の少年保護事件手続は，裁判官と少年との対面的な関わりによって，適切な

事実認定がなされたうえで，要保護性が完全に解明され，最適な処遇を選択でき

る， という前提のもとで運用されてきたと言ってよい。逆送決定を除いて判事補の

単独審判が認められるのも，このような前提が承認されていたからにほかならな

い。しかし， 1993年の「山形マット死事件」をはじめ，審判で少年が否認に転じ

る事件や複雑な共犯事件などのように，要保護性解明の前提となる事実認定そのも

のに大きな困難合伴う事案が頻出するようになり，裁判官が単独で対処することの

限界が指摘され，最高裁も事態の改善を要請していたところであった。 2000年改

正は，事実認定手続に検察官を関与させ，必要的弁護士付添人事件とすることで，

その解決を図ったものである。したがって，そこでの検察官の役割としては，事実

認定手続における裁判所の協力者としての役割だけが想定されている。

しかし，社会は，おそらしこのような改正の趣旨と少年事件における検察官の

役舗を正確に理解していないであろうし，刑事裁判における原告官としてのイメー

ジで検察官ぞ見ていると思われるから，検察官関与を厳罰化の象徴と見る可能性が

高いと言えよう。この意味で， 2000年改正における観護措置期間の伸長と検察官

関与については，法務省，裁判所，実務家，研究者などの関係者が，改正の理由と

内容を社会に正しく説明する責任を負っていると言わなければならない。

(3) 処遇選択肢の充実に向けた改正

1 少年事件は，少年法の枠内で処理するのが原則である。しかし，ある少年の

再社会化にとって，少年法上の保護処分では処遇として十分でなく，刑事処分が適

切だと判断される場合には，事件が検察官に送致(逆送)され，刑事裁判手続で少

年事件が扱われることになる。この手続に関しでも， 2000年に大きな改正が行わ

れている。

改正前の逆送制度においては，刑法上は犯罪者として扱われる行為時 14歳以上

の者であっても(刑法41条参照)，逆送しようとする時点で 16歳未満であれば逆送

決定ができず (21条但書)，刑事裁判手続の対象になりえなかったために，刑事処

分を受けることがなかった。すなわち，行為持 14歳以上で送致時 16歳未満の者

は，刑法上は犯罪者でありながら，少年法によって刑事裁判手続への送致が遮断さ

れ，事実上，刑事処分が否定されていたのである。こうした事態は，刑法と少年法
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との関の不整合が指摘されてはいたものの，犯罪少年に対する保護的対応を特徴づ

けるものとして，一般に肯定的に評価されていたと言ってよい。おそらし 16歳

未満の者による重大事件(刑事処分が必要なほどの事件)の存在は想定されておら

ず，実際上の不都合も実感されていなかったので、あろう。

2 しかし， 14歳の少年が 2人を殺害し， 3名に重軽傷を与えた「酒鬼欝綴型斗

事件」の発生が，このような状況に決定的な変化をもたらすことになった。行為時

14歳の少年は，当時の実務では，初等少年院で 1年程度の処遇を経て，社会に復

帰するのが通常であった。「溜鬼醤綴聖斗事件Jに直面した社会は，刑法上は犯罪

者とされる者合刑事裁判の対象にしえない場合があることと，刑罰と少年院処遇と

の簡のあまりに大きな溶差があることに，強い衝撃を受けることになった。この事

件を直接の契機として， 2000年改正は，行為持 14歳以上の犯罪少年を刑事処分対

象にするとともに (20条{阻害の剖除)，行為時 16歳以上の少年による一定の露大犯

罪については，逆送を原則とする規定ぶりの条文 (20条2項)を新設した。これら

は，いずれも，逆送の対象を拡張する方向での改正であるため，その評価も立場に

応じて大きく異なることになる。

逆送可能年齢の引き下げについては，刑法との整合性が達成されるとともに，事

案の内容と無関係な一律的・硬底的な運用が是正され，事案の内容に応じた柔軟な

対応が可能になったため，処遇選択肢の拡張という観点から積極的に評価してよい

と忠、われる。もちろん，その場合にも，刑事処分相当性は厳格に認定される必要は

あるし，安易な逆送が許されないことは当然の前提である。他方， 20条2項につ

いては，年齢や犯罪の重大性合根拠として逆送を義務づけるかのような条文を特に

新設することは(原刻逆送制度の導入と言われることさえある)，少年事件の積極的な

刑事処分化(厳罰化論の実現)を意図するように思われるだけでなく， r刑事処分相
当j性が認定できれば逆送が可能とされている制度のもとでは，不要な改正であっ

たと思われる。また， 20条2項には刑事処分相当性の存在を推定させるという限

りでの意義は認められるものの，職権主義的審開構造による手続を前提とする以

上，推定を破る事情の存否についても，家庭裁判所が積極的に認定していかなけれ

ばならない。この意味でも， 20条2項の新設は不要で、あったと言えよう。

3 2007年改正は，触法少年 (14歳米満)の処遇について，特に必要な場合を要

件として (24条l項侵害)，従来は一律に排斥されていた少年院送致処分のうち，

医療少年院または初等少年院での収容処遇に途を開いたものである(少年院法 2条

2項・ 5項)。この改正は，児童福祉法上の児童自立支援施設における保護処分対象
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者の一部を少年院送致の対象とした点で，触法少年に対する厳しい対応(厳罰化)

を新たに導入したものとして批判されてもいる。しかし，この改正の契機となった

2003年の「長絡事件」の男子少年(行為時 12歳)や 2004年の「佐世保事件」の女

子少年(行為時 11歳)のように，重大な精神的疾患や心理的問題などがあったり，

長期の強制的措置が必要とされる少年の場合には，特に医療少年読を中心として，

児童自立支援施設での処遇以上に少年続での処遇の方が適切である可能性は否定で

きない。 f特に必要な場合Jの要件合厳格に認定する必要はあるが，触法少年に対

する少年続送致処分は，処遇選択肢を拡充するものとして積極的に評価してよいと

思われる。

(4) 被害者への配慮に向けた改正

1 わが国の刑事司法は，比較的最近まで，犯罪被害者に対して無関心な態度を

取り続けてきたと言ってよい。これまで、の被害者への配慮、としては，わずかに，

1980年から犯罪被害者等給付金制度が存在していた稼度のものであった。しか

し，その後，犯罪被害者に対する配慮の機運が高まり， 2000年に犯罪被害者保護

法が成立し， 2004年には犯罪被害者等基本法が成立するなど，徐々に関連法令の

整備が行われてきた。こうした流れのなかで， 2000年改正は，被答者等の申出に

よる記録、の閲覧・謄写と意見陳述守認め (5条の 2，9条の 2)，2008年改正は，記

録の関覧・謄写の範聞を拡張するとともに，被害者の申出による審判傍聡を認める

に至った (22条の 4)。これらの改正は，被害者に対する配慮という点では高く評

価しうる一方で，少年の健全育成との関係で困難な問題をもたらす可能性を否定で

きないものである。

少年事件記録の関覧・謄写それ自体は少年に特に大きな不利益をもたらすもので

はないし，それまでは被害者であってもアクセスが許されていなかった少年事件の

内容な知る制度を導入した点で，積極的に評倒することができょう。関係者の信頼

関係にもとづいて収集され，秘密性が高い社会調査記録をも閲覧・謄写の対象とす

ることができるかといった議論や，知り得た情報を不適切に利用することの防止に

向けた運用上の配慮は必要であるにしても，むしろ，関覧・謄写の場所や手数料の

あり方などを再検討することによって，被害者にとって利用しやすい制度として充

実させていくことが望まれる。

これに対して，被害者の意見棟述と審判傍聴は，実際上も，棺当に図幾な問題を

生じるもののように思われる。
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2 被害者等による意見陳述は，少年のいない審判期日外で聴取することも可能

であるが，答申j期日に少年の面前で聴取することもでき，どちらが適切かは裁判官

が判断することになる。たしかに，審判期日に穂取する場合には，自己の非行に対

する内省を促す (22条1項)のに有用なものとなる可能性は一概には否定できな

い。しかし，その一方で，犯罪行為や触法行為から関もない時期に少年の面前で被

害者が意見陳述をすることになるため，お互いの精神状態如何によっては，要保護

性の解明と最適な処遇選択にとって大きなマイナスになる可能性も否定できない。

実際，意見陳述中に興奮した被害者が少年に撤みかかったり，罵倒し続けたという

ような事例も報告されているところである。また，それとは逆の事例も考えられよ

う。もちろん，そのような場合には，裁判官は，審判運用上の権限の行使として，

意見陳述そ途中で終了させることができるし，少年や被害者伝退席させることもで

きる。ただ，その見極めは相当に困難であり，適切な運用の成否は裁判官次第とい

うことにならぎるを得ない。

被害者による審判傍聴は，これまで全く知り得なかった審判の実際を被答者が知

りうるようになった点では積極的に評価することができる。ただ，それは，同時

に，わが閣の少年法の大きな特徴のひとつであった審判の非公開原則を変更するも

のであることには注意を要する。被害者の知る権利の保障という利益L 秘密性を

前提とする少年の健全育成の保障という利益は，調和が国難なだけでなく，相互に

対立する場関も少なくない。その意味では，被害者傍聴の導入は，被害者の利益の

方守より重視した改正であることは疑いがない。それは，わが国が長きにわたって

犯罪被害者の問題を等間視してきたことへの反動でもあろう。しかし，そのこと自

体の是非は別にして，少年の健全育成が少年法の目的である以上，実際には，被害

者側と少年側の双方の利益を調和させるような運用がなされる必要があり，その点

で家庭裁判所と実際に審判を主宰する裁判官に大きな期待が寄せられている。

IV 少年の刑事事件の変容?

(1 ) 少年刑事事件と裁判員裁判

1 少年法は，少年法の枠内での扱い(保護処分)よりも刑法での扱い(刑事処

分)が相当な少年については，事件を検察官に送致(逆送)することを認めている
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(20条)。検察官に送致された事件は，原則として公訴を提起することが義務づけら

れているが (45条5号本文)，刑事処分までもが義務づけられているわけではな

し刑事裁判の結果，保護処分が相当と認められれば，事件を再び家庭裁判所lこ送

致(再送致)することが認められる (55条)。実際，刑事裁判所に起訴された事件

(年間で 3000件程度)のうち，保護処分相当と認められて家庭裁判所に再送致され

る事件は，年間に 20件ないし 30件程度の割合で存在している。したがって，逆送

された少年事件の裁判を担当する刑事裁判所は，事実認定だけでなく，保護処分相

当性の有無をも審理しなければならないのである。

2009年に裁判員裁判制度が開始され，少年刑事事件も裁判員裁判の対象とされ

ていることから(裁判員法6条1項参照)，逆送された少年事件の扱いに大きな変化

がもたらされることになった。もちろん，逆送された少年事件のすべてがただちに

裁判員裁判の対象となるわけではない。 7こだ，刑事処分相当 (20条1項)の判断に

当たっては，多くの場合に犯罪の重大佐が重視されているし，いわゆる原則逆送

(20条2項)の対象事件は裁判員裁判の対象事件(裁判員法2条1項)と重なり合う

範闘が広いことから，実際には，逆送された少年事件の多くが裁判員裁判で裁かれ

ることになる。現時点でもすでに，全国で，いくつかの少年事件の裁判員裁判が行

われているところである。

2 しかし，少年刑事事件は，その性質上，裁判員裁判には適さないように思、わ

れる。逆送された少年事件は，刑事裁判手続で裁かれるものの，有罪の場合に行刑

商で特別な扱いが認められている (51条以下)だけでなく，同一性推知情報の報道

禁止に象徴されるように，成人刑事事件とは明らかに異なる扱いが要請されている

(9条， 50条)。特に，少年法 1条に規定する健全育成の目的は，逆送された少年事

件にも当然に妥当すべきものである。

裁判員裁判によって適切な市民感覚が刑事裁判に反映できるとしても，このよう

な少年事件の特性を考えれば，裁判長が少年法の目的のもとで少年刑事事件を扱う

のは圏難であるように思われる。また， 55条による再送致の可極性を考えれば，

単に事実認定と量刑の判断だけでなく，要保護性の審理も決して疎かにはできない

はずである。しかし，すでに行われた少年刑事事件の裁判員裁判で明らかなよう

に，要保護性の解明と量刑の重要な判断資料になるべき少年の社会調査記録、の内容

は，裁判員に開示されない運用が確立しつつあるように恩われる。たしかに，社会

調査記録は，関係者との信頼関係にもとづいて収集された情報が記載されているた

め，秘密性が高しみだりに開示されるべきものではない。しかし，その開示なし
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に裁判員が少年刑事事件の扱いを判断するのは，少なくとも職業裁判官が重要な記

録を読んだうえで判断していた従来のやり方と比べて，逆送された少年事件を成人

刑事事件と同じように扱う方向に強く傾斜することになろう。それは，すべての少

年事件に妥当すべき少年法の毘的を没却しかねないものと言わなければならない。

少年事件を裁判員裁判の対象から除外する改正が必要であると考える。

(2) 犯罪少年と死刑

1 最後に，少年(特に年長少年)に対する死刑の問題に言及しておこう。その理

由は， i光市母子殺害事件Jにおいて，最高裁が従来の立場を大きく変更したよう

に思われることと，最高裁段階における弁護団の法廷戦略に重大な疑問を感じるか

らにはかならない。

これまで，犯罪少年に対する死刑の適用については， 1983年の「永山事件J最

高裁判決が慕準とされ，①犯罪の性質，②犯行の動機，③犯行態様，特に殺害

方法の執効性，残虐性，④結果の重大性，特に殺害された被害者の数，⑤遺族の

被害感情，⑥事件の社会的影響，⑦犯人の年齢，⑧前科，⑨犯行後の事情，::e

総合的に考察したうえで，刑事案任が極めて重大で，犯罪と刑罰の均衡や犯罪予防

の続点からもやむを得ない場合に限って，少年lこ対する死刑も許されるものとされ

てきた(最判昭 58・7.8刑集 37巻 6号609頁参照)。その後，被害者の数だけが強調さ

れる傾向は見られたものの，最高裁が示した基準の実質は，少年事件に限らず，

「誰が見ても死那以外の選択肢がないと思われる場合に限って死刑を選択すること

が許されるj という形で，死刑判決そのものの例外性を強調するものであったと言

えよう。

2 こうした実務のもとで， 18歳 lか月の少年による「光市母子殺害事件Jにお

いて，山口地裁と広島高裁が無期懲役で処断したのに対して，最高裁は，犯行当時

の年齢は「本件犯行の界貿，動機，態様，結果の重大性及び遺族の被害感情等と対

比・総合して判断する上で考慮すべき一事情にとどまる」としたうえで， i特に酌

量すべき事情がない限り死刑の選択をするほかないj として，控訴審判決を破棄

し，事件を広島高裁に差戻した(最判平 18'6・20裁判所持報 1414号 8頁)。ここで

は，行為者が少年 (20歳未満)であったかどうか，さらには死刑適用可能年齢の行

為時 18歳を?と、の程度超えていたかとは無関係に，極めて惑質で重大な事件の場合

には，原則として死刑を選択し，死刑回避を例外とする判断枠組みが示されたもの

と見ることができる。この最高裁判決には，たとえ少年による事件で、あっても，死

231 



刑適用年齢を超えている以上， I犯罪者は事件の内容に応じた糞{壬を負担しなけれ

ばならないj とする内容のメッセージを見ることができる。そして，一般人(素

人)の素直な市民感覚の反映が期待されている裁判員裁判においては，そのような

意識・感覚がより強〈現れてくることが予想される。

3 このような状況のもとで，上告審段階から少年についた大弁護団の対応に

は，法曹人としての職業倫理との関係で重大な疑問がある。ひとつは，最高裁が異

例とも言える公判を開くことそ決定し，控訴審判決が復される可能性の高いことが

明白な場面で，大した理由もなしに主任弁護人らが公判予定臼に欠席するという戦

術をとったことである。もうひとつは，最高裁が「死刑を回避する特段の事情Jの

立証そ求めた差戻し審において，殺意や強姦の故意を否定する戦略を?とったり，心

理鑑定のストーリーにもとづいて「ドラエモンが救ってくれると怒ったj というよ

うに，ことさらに少年の未熟さを印象づけようとしたことである。しかし，拘議所

内から友人に宛てた少年の手紙の内容がテレビ報道されるなかで，正恵なところ，

手紙の内容とドラエモンのストーリーとの聞のあまりのギャップに惇然とする思い

をした人も多かったと思われる。

もっとも，この事件においては，各種の報道機関の姿勢にも大きな問題があった

と言わなければならない。少年の手紙については，報道機関が，一部分だけを切り

取って公開することで少年の悪性をことさらに強調するという不適切な対応が見ら

れた。手紙全体を公開していれば，少年に特有の虚勢も見られ，社会の印象も異

なっていた可能性は否定できない。また，被害者の夫が冷静な態度で極刑を望む場

面だけが強調され， I凶悪な少年J対「冷静な被害者遺族Jという対立的な構図が

社会に定着することになってしまった。こうした状況のもとで弁護屈の対応を見た

場合，社会がどちらに共感するかは，あまりに明白である。やはり，弁護団として

は，最高裁に正面から向き合って，少年の反省と改善可能性を積極的に立証すべき

であったと考える。誤解を恐れずに，あえて言えば， I光市母子殺害事件jの少年

は，人権派と目されている急進的な死刑廃止運動家の弁護人によって，かえって死

刑を問避する可能性を部ざされてしまったものと思われる。

むすびに代えて

以上，少年法制の成立過程とその理念・特徴を確認したうえで，わが国の少年法

をめぐる最近の動きについて，主要な論点、を具体的に見てきた。時間の関係で，必
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ずしも十分に掘り下げた検討はできなかったし，残された論点も少なくない。ま

た，今後，さらなる改正論議が必要な論点もある。しかし，現待点の本稿の結論と

しては，現在の少年法の基本的な枠組みを維持していくことに特設の詞題はないも

のと考える。ただ，現行少年法に対して予想される批判や反論については，丁寧か

っ根気よく説明資任を果たしていかなければならない。それは，何らかの形で少年

法に関わる者の責任であると言えよう。

その際，重視すべきは，非行少年の健全育成(成長発達権)と再社会化であり，

少年法がそれを保障する役割を泉たしているということである。少年の健全育成と

碍社会化の合理性・必要性については，いわゆる厳罰化論を主張する立場も，一般

論としては否定するものではないと忠われる。ただ，唯一，悶難なのは，被護者が

死亡したような重大事案において，少年の健会育成の必要性をどのようにして説得

的に説明するかということである。この場面では，二者択一的な理念や理想、論は無

意味であり，無力なものになりかねない。健全育成を阻害しない限りでの情報開示

や儲々の事案の検証，そして関係者が非行少年の健全育成に向けてどのような努力

ぞ続けているかを，呉体的かっ積綴的に暁らかにすることによって，少年法に対す

る無用な反感を和らげる必要があろう。

他方，非行少年に対しでも，成長発遠権の保障は非行がなかったかのように扱う

ものではないことを，きちんと理解させる必要がある。この点で，成長発達権を前

提とする健全育成は，社会に対する少年の義務でもあり，少年法における責任追及

のあり方だと言ってもよい。この場面でも，少年問題や少年法に関わる者の役割に

は大きな期待が寄せられているのである。

*本稿は， r名古屡少年友の会J2010年度総会 (2010年4月28Blの後に行った講演
の原稿に大幅な加筆をし， r書き言葉jに改めたものである。特に，当日は待問の関
係もあって，かなりの部分をレジュメに談らざるをえなかったが，本稿ではそれも

取り込んでまとめである。当日は，参加会員の方々から，多くの適切なご質問や有

意義なご指摘をいただいた。講演の機会を与えていただいたことと併せて，改めて

おネしをと申し上げたい。
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